かほく市中小企業特許権取得促進助成金交付要綱
 (目的)

第1条　この告示は、特許法(昭和34年法律第121号)に定める特許権(以下「特許権」という。)の取得を行おうとする中小企業基本法(昭和38年法律第154号)第2条に規定する中小企業者(以下「中小企業者」という。)に助成金を交付することにより、市内中小企業者の新製品や新技術の開発の促進を図ることを目的とする。
(助成金の交付対象者)

第2条　市長は、日本国で特許法第48条の3の規定に基づく出願審査の請求(以下「出願審査請求」という。)を行った中小企業者で、次の各号のいずれにも該当する者に対し、予算の範囲内で助成金を交付する。
(1)　市内に主たる事業所を有し、引き続き１年以上事業を営んでいる者
(2)　市税を滞納していない者
(助成金の交付対象経費)

第3条　助成金の交付の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）は、特許法等関係手数料令(昭和35年政令第20号)第1条第2項の表6の項に規定する出願審査請求に係る1件当たりの納付すべき手数料とする。

(助成金の額)

第4条　助成金の額は、交付対象経費の2分の1以内の額とし、１年度中に1中小企業者当たり10万円を限度とする。

(助成金の交付申請) 
第5条　助成金の交付を受けようとする者は、かほく市中小企業特許権取得促進助成金交付申請書(様式第1号。以下「申請書」という。)に、次に掲げる書類を添えて行わなければならない。

(1)　市税滞納有無調査承諾書(様式第2号) 
(2)　出願のために要した経費の明細書及び領収書(写)
 (助成金の交付確定)

第6条　市長は、前条の申請書を受理したときは、内容を審査し、適当と認めたときは、かほく市中小企業特許権取得促進助成金交付確定通知書（様式第3号）により、申請者に対して通知するものとする。
(助成金の請求及び交付)

第7条　前条の規定により、助成金の交付確定を受けた者は、かほく市中小企業特許権取得促進助成金請求書(様式第4号。以下「請求書」という。)を市長に提出しなければならない。
2　市長は、前項の請求書を受理したときは、速やかに助成金を交付するものとする。

(助成金の返還)

第8条　市長は、詐欺その他不正な手段により助成金の交付を受けた者があるときは、当該助成金の全部又は一部を返還させるものとする。
(その他)

第9条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

様式第1号(第5条関係)

年　　月　　日
かほく市長　　　　　　　　様
住所又は所在地
氏名又は名称
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

連　 絡 　先
かほく市中小企業特許権取得促進助成金交付申請書

かほく市中小企業特許権取得促進助成金交付要綱第5条の規定により、次のとおり助成金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
１　助成金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円

２　取得しようとする特許権について

	取得しようとする

特許権の名称及び

簡単な内容の説明
	

	審査請求月
	　　　　年　　月
	出願番号
	

	共同で特許権を取

得する場合の申請

者以外の者の名称

及び承認印
	 eq \o\ac(○,印)　

	そ　　の　　他
	


３　添付書類　市税滞納有無調査承諾書（様式第2号）

出願のために要した経費の明細書及び領収書（写）
様式第2号（第5条関係）
年　　月　　日
かほく市長　　　　　　　　様
住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
市税滞納有無調査承諾書

かほく市中小企業特許権取得促進助成金交付要綱第6条の規定による申請書の審査において、
貴職が当社に関する市税の滞納の有無について調査することを承諾します。
様式第4号（第7条関係）
年　　月　　日
かほく市長　　　　　　　　様
所在地又は住所　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
かほく市中小企業特許権取得促進助成金請求書
かほく市中小企業設備投資促進助成金交付要綱第7条の規定により、次のとおり助成金を請求します。
金　　　　　　　　　　　円
　　　　　　振込先　金融機関　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　口座種別　　　普　通　・　当　座　　
　　　　　　　　　　口座番号　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　(ﾌﾘｶﾞﾅ)
　　　　　　　　　　口座名義　　　　　　　　　　　　　　
